
はじめに――貧困緩和政策の目的

今回の西部大開発を巡る議論において、政治的リーダーの講話、政府諸官庁の報

告、学者、マスコミの議論を問わず、貧困問題に関する言及は意外に少ない。内陸

地区開発と貧困緩和は、現在の中国においては別々の問題として論じられているよ

うである。即ち、当面の開発目標として、全体的、全国民的な格差縮小はまだ本格

的には目指されていないと言ってよい。

当面の目標は内陸地区において「伸びる地域、産業をまず伸ばす」ことであり、

これは「先富論」と同じ発想に基づいていると考えるべきである。日本の国土開発

政策の経験で言う「拠点開発」方式である。例えば成都、重慶、西安と言った大都

市の重要産業や近郊農村工業の発展、および重要資源開発プロジェクトが中央レベ

ルでの開発の重点であり、それに必要なインフラ建設が政府の最重要課題だとされ

ている１。経済発展を加速させ、その効果をできるだけ速やかに貧困地域、貧困層

へ「トリックルダウン（滴り落ちる）」させようということである。市場メカニズ

ムにおける競争優位に基づいた産業発展が当面の戦略の基礎なのである。

「二重経済論」によれば、非熟練労働者の賃金は、農村（伝統部門）の過剰労働

力が尽きた時から上昇を始め、やがて都市部（近代部門）の賃金水準に追いつく

（すなわちターニングポイントを迎える）という。そこに至るまでは近代部門の熟

練労働者と農村の非熟練労働者の格差は拡大し続けるだろう。中国の農村は５０００

万人とも言われる余剰労働者を抱えていると言われ、ターニングポイントを迎える

のにまだ時間が必要である。過剰労働力を抱えたままで農村貧困層の賃金水準を高
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めるには行政的な手段を使う以外ないが、中国政府、あるいは中国の富裕層には最

貧困者全てに有効な対策を施すほどの余力はない。「拠点」をまず成功させるため

には、全体的な格差解消に国を挙げて取り組む余裕はないのである。拠点建設の成

功を内陸開発の第一段階とし、全体的な格差縮小と本格的な貧困撲滅を第二段階と

すれば、第二段階は当分先に論じるべき課題であろう２。

しかし市場メカニズムにおいて優位を持ちえない地域や個人、即ち交通や情報獲

得手段に恵まれない山岳地域や砂漠地域、そこに住む劣悪な教育・衛生環境で育っ

た個人は、国全体の発展に取り残されるままであろう。特に最貧困者をターゲット

として経済水準を行政介入により引き上げ、全体のバランスが極端に悪化するのを

防ごうというのが中国の貧困緩和（「扶貧」）政策である。政治、社会が不安定化

し、政府の開発の努力がとん挫することになれば、拠点開発自体が台無しになりか

ねない。特に少数民族地域は貧困人口が相対的に集中しており、彼らの不満解消は

重要な政治課題である。今後も国全体の格差が広がり続けることが予想される中、

最貧困層を政治問題化させないようにすることこそ、中国の貧困緩和政策の目的だ

と見るべきであろう。

以下に、現在の農村の貧困を巡る状況を紹介し、これまでの農村に対する貧困緩

和政策の概要と今後の方向性について検討する。なお都市の貧困問題は非常に重要

な課題であるが、本稿では扱わない。

第１節 農村における貧困の状況

１． 貧困人口の規模

表１にあるように、中国政府によれば現在の農村の貧困人口は２６００万人（２０００

年末）であり、全農村人口にしめる貧困者の割合（貧困発生率）は３％以下であ

る。政府による貧困人口に関する調査は、改革開放政策が始まってしばらくした

１９８５年に開始された。人民公社時代の１９７８年の貧困人口は２億６０００万人で、全体

の三分の一が絶対的貧困にあえいでいたことになるが、当時は皆が皆貧しかったた

め、貧困が問題にならなかったのである。１９８０年代に貧困人口は急速に減少し、９

０年代に入る頃には１億人を割りこんだ。耕地請負制が始まり、農村工業が勃興
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するようになると、地理的、経済的条件に優れていた地域で経済水準が大幅に上昇

したからである。しかし８０年代末に近づくにつれ、山間部や砂漠地帯といった農

業や郷鎮企業が発達しにくい地域が貧困のまま取り残され、貧困人口の削減のペー

スは緩やかになってゆく３。産業が育たないだけでなく、それら辺鄙な地域では教

育と衛生面で劣っており、人材面からも貧困の存続を長引かせることになった４。

１９９０年代、特に１９９３、９４年以後に急速に一人当たり収入と消費水準が上昇し、

貧困発生率は年に約１ポイントずつ減少していった。これは中国全体の経済水準

の急成長と軌を一にするもので、特に９７年以降の減少が顕著である（図１）。これ

まで中国の貧困削減は、農村部の経済発展が最重要な原動力となって達成されてき

たのである。

ここでの貧困基準とは、衣食が基本的に満たされた生存水準（いわゆる「温飽水

準」）であり、消費支出のなかで食に費やされる部分が約８５％とした際に、必要な

カロリー摂取量（２１００キロカロリー）とその他の非食物消費水準を複合的に勘案

して割り出した必要消費水準のことである。これは価格で表示され、１９８５年の制

定当時に年間一人当たり純収入２０５元、９０年３００元、９９年に６２５元とされている５。

この基準に基づき国家統計局のサンプル調査により適宜推計されている。

この基準は、かつて「腹一杯喰うこと」、いわば生存そのものが目標であった時

代には適していたかもしれないが、生活水準が向上した現在では低すぎるという意

見が多い６。例えば、国際的によく用いられる一人当たり収入１ドルという基準で

図１ 農家の所得上昇と貧困人口の減少

出所：国家統計局農村社会経済調査総隊［２０００］
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は、９０年代末でも１億人以上が貧困であり、貧困発生率も１０％以上と高率になる

（表１）。また一度貧困基準をクリアしても、短期間のうちにまた貧困に陥ってしま

う例は多い。農家の経営力が脆弱で、自然災害や市場変動に弱いことが原因であ

る。脱貧困者が貧困状態に戻る割合は、通常の年で１０～１５％、災害が発生すると

２０％に達するという７。

２００１年１月の党中央の農村工作会議で、江沢民は「農村貧困人口の衣食問題を

基本的に解決し」たとし、後述する「国家八七扶貧攻堅計画」が「基本的に達成さ

れた」という認識を示した。一方で「段階的な目標を達成したにすぎず、貧困対策

の終了を意味しない。第十次五カ年計画期（２００１―２００５年）も貧困対策に力を入

れ、農民の収入を増やす重要な措置として貧困対策に取り組まなければならない」

と述べ、長期的な取り組みを継続して行う決意を示している８。

２． 貧困者の分布

貧困人口の大部分は内陸地区、特に西部地区に存在する。貧困人口が比較的集中

している県は国定貧困県に指定され９、国の貧困緩和政策の恩恵に浴することがで

きる。現在の国定貧困県にいる農村人口は全国農村人口の２１％にあたるが、全国

の貧困人口の約半分がそれらの県に居住している１０。貧困県以外にも貧困人口は存

在するが、地域内に比較的まばらに存在しているため、集中的に施策を実施するこ

とを難しくしている。

１９８６年に国定貧困県を定めた際（３３１県）、全国の貧困人口の約７０％が国定貧困

表１ 貧困人口と貧困基準

中国政府の基準による 国 際 基 準 に よ る

貧困ライン
（元／年・人）

貧困人口
（万人）

貧困発生率
（％）

貧困ライン
（ドル／日・人）

貧困人口
（億人）

貧困発生率
（％）

１９７８
１９８５
１９９０
１９９２
１９９４
１９９６
１９９８
１９９９
２０００

１００
２０６
３００
３１７
４４０
５８０
６３５
６２５

２５０００
１２５００
８５００
８０００
７０００
５８００
４２１０
３４００
２６００

３０．７
１４．８
１０．１
９．４
８．２
７．６
５．８

３．０以下

１．０
１．０
１．０
１．０
１．０
１．０
１．０

２．６３
２．５５
２．２２
１．３０
１．０６

３１．３
３０．１
２５．９
１５．０
１１．１

出所：蘇国霞［２０００］p６２１、p６２９。２０００年の数字は同年１１月開催の「西部フォーラム」での報告に
よる。
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県に存在し１１、さらに貧困人口の２／３が東部と中部地区にあったという１２。しか

し経済発展とともに特に東部の貧困人口が急減したため、９９年現在では全国の貧

困人口の５６％が西部地区に存在し、中部が３５％、東部９％となっている（表２）。

西部地区では雲南、貴州、四川の西南３省と西北の陝西は貧困発生率が比較的高

く、総人口が多い分、貧困人口も多い。広西をあわせた西南地区は山間部と少数民

族地域が多く、貧困緩和政策の重点となっている。陝西省も北部の乾燥地帯と南部

に四川等と境を接する山岳地帯を抱えている。内モンゴル、甘粛、青海の北方省

図２ 貧困人口の分布と貧困発生率（１９９６年末）

出所：陸大道、薛鳳旋等『１９９７中国区域発展報告』商務印書館、１９９７年、p１３９

表２ 全国貧困県の貧困人口数と全国比 （単位：万人、％）

貧困県合計 東部貧困県 中部貧困県 西部貧困県

１９９８年
シェア％

１９９９年
シェア％

２１７７
（１００）
１８００
（１００）

２０４
（１０．６）
１９０
（９．４）

７５０
（３３．１）
６９５

（３４．５）

１２２３
（５６．４）
１０１５
（５６．２）

出所：国家統計局農村社会経済調査総隊［２０００］p１６。
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は、人口が少ないので貧困人口自体は少ないが、貧困発生率が最も高い。砂漠、高

原、山間地を抱え人口密度が低い分、貧困問題の解決も難しい地域である。チベッ

トと新疆ウイグルも同様である（図２）。西部地区が全国的な発展に取り残された

状況を、貧困問題は端的に象徴している。

３． 貧困の原因

中国農村の貧困者はなぜ貧困なのだろうか。上述のように、沿海地区等の条件の

よい地域の貧困人口が急減した１９８０年代の見解では、山間地や砂漠地など自然条

件が悪く、農村企業が少なく就業機会に限りがあることが主要な原因であるとされ

た１３。これは地域間格差というべきものである。例えば貧困県と言えども、人口で

一般に数十万人規模からなり、内部には都市部も含まれ、住民が一様に貧困なわけ

ではない。貧困県の内部でも比較的貧困人口が集中している貧困郷鎮があり、さら

にその内部に貧困村がある。上述の見解は県、郷鎮、村間の相対的な相違に注目し

たものである。一方、同じ貧困郷鎮や貧困村内部でも、貧困者と見なされる者とそ

うでない者がいる。家族、個人の属性に起因する所得・消費水準の相違である。ミ

クロレベルの相違だが、教育、健康、労働力、勤勉さ、運等、様々な要因が考えら

れる。村内で特に貧困な者は、「特貧戸」、「特困戸」と呼ばれる。

国家統計局農村社会経済調査総隊が、全国を４つの地域に分け、各地のサンプ

ル貧困農家と非貧困農家の特性の相違を分析している１４。第一地域は上海、北京、

天津、浙江、江蘇、福建、広東という沿海地域で、中国で最も豊かな地域である。

全国の貧困人口の２．９％がおり、貧困発生率は各省で１．６％以下である。上海、江

蘇、天津では発生率は０．５％以下で、全地域的課題としての農村貧困問題はこれら

ではすでに消滅したと言いうる。ここでは貧困者は各地にまばらに存在しており、

地域全体の貧困よりも、各家族、個人の相違がより決定的な要素になっていると思

われる。第二地域は河北、山西、遼寧、安徽、江西、山東、河南、湖北、湖南、広

西、海南、重慶、四川であり、貧困発生率は中レベル（２～７％程度）だが、人

口規模が大きく、貧困人口が全国の５５％を占める。ここでは重慶や四川、湖北と

言った山岳地帯に集中する地域的な貧困も多いが、全体的には各地に分散した貧困

の存在が多く見られる。第三地域は貴州、雲南、陝西、甘粛、青海、寧夏、新疆の

西南、西北辺境地域であり、貧困問題が集中している所である。貧困発生率は

９％以上で、全国の極端な貧困人口の３５％が集中している。第四地域は内モンゴ
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ル、吉林、黒竜江の寒冷地帯で、貧困発生率は６～８％と高く、貧困人口も全国

の７％を占める。以上は省レベルで分けており、分類方法として非常に粗いが、

それでも各地域ごとに異なると思われる貧困の原因を探る手がかりになる。

表３から、貧困の原因として、以下のことが言える１５。

（１）自然環境が劣悪

貧困農家は山岳地域に多く、特に第三、第二地域はそうである。自然資源が不足

している農家の比率が貧困農家で高い。一人当たり土地保有面積は表３からは貧

困地域が相対的に狭いように見える。全体の平均は貧困農家１０．７アール、非貧困

農家１４．１アールである。耕地面積もこれに比例すると考えていいだろう。しかし

他の発展途上国で所得格差および貧困問題の多くが地域内部の耕地所有面積の違い

で説明されるのと比べると１６、恐らくこの要素はそれほど決定的でないと思われる。

中国では土地公有制（所属する村の集団所有制）の下、少なくとも自給を維持する

ための耕地（「基本農田」）に関しては、定期的に農民の頭数に応じて村が土地を平

等に分配しているからである１７。ただし土地生産性には大きな差が見られる。これ

は生産性が元来低い劣悪な土地を割り当てられている可能性と、個人の経営能力の

差に帰因する部分の両方が考えられる。

（２）教育、健康水準

労働者の文盲比率は貧困農家で高く、学歴も貧困農家が低い。子供世代でも貧困

農家の子供の就学率は低く、格差を再生産している現状が推測できる。これらは特

に山岳、少数民族地域を多く含む第三地域で突出している。人的資源が不足してい

るという農家の割合は貧困農家の集団で高い。

（３）収入、投資

貧困農家では、第四地域を除いて、生産のための固定資産が低く、毎年の生産の

ための支出額も少ない。収入面では、貧困農家は自営、農業比率が高く、非貧困農

家では被雇用労働者（例えば農村工業企業での雇用）と非農業収入の比率が高い。

貧困農家は、農業の中でも伝統的な栽培業の比率が高い。非貧困農家では牧畜や養

殖のような経済性の高い一次産業の割合が高いものと思われる。テレビ保有台数は

情報獲得手段の多寡を示すと考えられるが、貧困農家は低い。

（４）インフラ

基礎的インフラの面では貧困農家と非貧困農家の差は相対的に少ない。例えば所

在村に道路が通っている割合や学校がある割合を見るとほとんど相違がない。生存
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のための最低限のインフラは、現在の中国では相当普及が進んでいると見なせるだ

ろう。村に電話や衛生センターがない割合や安全な飲用水のアクセスには差が大き

い。特に第三地域では突出して環境が悪い。貧困地域と非貧困地域の間で、基本的

なインフラの質には依然として大きな差があることがわかる。中国では基本的な福

表３ 貧困者の特性の地域比較（家計サンプル調査の平均）

非貧困

農 家

貧 困 農 家

全 体 第一地域 第二地域 第三地域 第四地域

１．農家の就業と経済状況
１）１人当生産用固定資産額（元）
２）１人当穀物生産量（Kg）
３）１人当住宅面積
４）カラーテレビ保有台数（台／百家庭）
５）１人当生活用支出（元）
６）収入に占める家族経営による収入の割
合（％）＊

・うち第一次産業収入の割合（％）
・うち栽培業の割合（％）

７）労働力に占める非家族労働の割合（％）
２．インフラ
該当する農家の割合（％）
１）所在村に道路が通じている
２）所在村に学校がある
３）所在村に電話が通じている
４）所在村に衛生施設がある
５）所在村でテレビ番組が視聴できる
６）家庭に電気が通じている
７）家庭で安全な飲用水が得られる
３．人口構成と教育状況（％）
１）５人以上の家庭の割合
２）最終学歴が小学校以下の割合
３）労働力負担係数＊＊

４）労働力の文盲率
５）６～１１才児の就学率
６）１２～１４才児の就学率
７）１５～１７才児の就学率
８）労働力が不足している家庭の割合
４．自然条件と自然資源
１）山間地農家の比率（％）
２）１人当土地保有量（アール）
３）単位当穀物生産量（kg／アール）
４）自然資源が不足している家庭のの割合

（％）

９４０
７１４
２４．２
３３．３
６６８

７６．３
６５
４５
１４．９

９５．６
９１
７９．４
８５．６
９７．４
９８．４
７３．６

３６．５
１６．４
１．５
８．９
８８．５
９６．９
９２．１
２．５

２４．８
１４．１
５１．８

７．３

５９６
４０６
１４．１
１２．９
２８９

８６．４
７９
５８．４
９．３

９２．３
９２．７
５９
７１
９２．７
９２．８
６２．５

６９．９
３１．３
１．６４
２２．１
８０．７
８８．７
８１．７
１４．１

５１．１
１０．７
２４．６

３３．８

４１２
２６６
２０．４
３９．２
２５９

７３．５
６７．３
４７
１５．９

９０．４
７２．６
９０．２
８２．４
１００
１００
８０．２

５４．９
５．９
１．４２
１３．１
８３．３
９０．４
８５．２
３１．４

２９．９
４．４
５９．７

４９．５

６０１
３５３
１６．６
１６．５
３１６

８６．３
８１．２
５７．５
８．８

９４．２
９３．２
６５
７９．８
９４．８
９５．８
６０．９

６４．１
２３．１
１．６３
１３．４
８４．１
９０．９
８２．９
１４．２

３７．７
８．８
４０

３８．５

４４６
２９５
１２．３
６．９
２７４

８７．５
７９．８
６０
５．１

９２．６
９５．２
５２．４
６５．９
９１．４
９１．２
４０．７

７０．７
４１．９
１．７４
２９．５
８０．１
８７．４
８０
１４．７

６９．９
１０．９
２７

３３．６

１２４６
８６５
１４．２
２５．７
５７２

９３．２
９１
７８．３
３．１

８８．８
９０．５
７４．３
７４．３
９６．７
９７．２
８２．７

５０．８
１１．７
１．５２
５．２
７５．４
９２．１
８６．１
８．９

７．５
３９．５
２１．９

３．９

＊家計の総収入（労働賃金収入、家族経営収入、移転収入、財産収入）に占める家族経営収入の割合。
＊＊一人の労働者が負担する非労働人口数。なお１６～１７才（男女）、５１～６０才（男子）、４６～５５才
（女子）を労働力半人分としている。

出所：国家統計局農村社会経済調査総隊［２０００］p９およびp１２。
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祉水準に関してナショナルミニマムを保証する制度に欠けており、教育と医療・保

健は基本的に各地域の独自の財政でまかなわれるからである。学校や医療保険セン

ターがあっても、貧困地域の財政ではきわめて低いレベルの教育や医療サービスし

か提供できず、サービス料金も高くなるため貧困農家にはアクセスしにくくなるか

らである１８。

以上は地域差と個人・家族差が混在しているデータを使った比較で若干の問題は

残るが、大体の特徴をつかむことは可能である。西部地区に関して言えば、自然環

境の悪い西南山岳地域や西北寒冷地域、少数民族地域で、インフラ、就業、農業経

営環境が悪いこと、人的資源の面でも不利な条件にあるため格差を将来的にも拡大

させてしまう可能性が高いことを示している。

第２節 農村の貧困緩和政策の進展

１． 改革開放以前の政策

建国以来の様々な農業・農村政策は、基本的に貧困対策であったと言うべきだろ

う。建国直後の土地改革で農民に土地を分配し、土地無し最貧困層が基本的になく

なった。続く急激な人民公社化は農民の積極性を阻害し、農村を停滞に導いたとさ

れるが、一方で基本的な教育、医療・保健、インフラを農村部に広めるのに役だっ

た１９。また人民公社の構成員は基本的な食糧支給が保障されていた。１９７０年代に入

って急速に人口増加率が低下した背景には、農村部での最低限の生活保障のための

諸制度が初歩的に整ったことによるものと思われる２０。しかし上述のように全体の

１／３が貧困水準以下にあったように、貧困地域は多く、比較的貧困でない地域

の内部にも貧困者が多く存在していた。

１９５６年から病気などで労働力のない家庭、寡婦、孤独老人、孤児等が食、衣料、

燃料、教育、葬儀について集団（公社）が保証する義務が課せられた（保証された

彼らは「五保戸」と呼ばれた）。人民公社が解体されると、彼らには民政部系統に

よる救済策がとられた。自然災害により困窮する家庭と、通常年でも生活が困難な

家庭が対象であった。例えば１９９０年には３６５万の農民が五保待遇を得る資格を有
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し、うち８０％が老人であった。「五保」の資格がなく、また自然災害等の特別な理

由以外の理由により常に貧困にあえぐ人々は、１９７８年に６６００万人、８８年に９０００万

人と推定され、申請が認められたもの（７８年に３０００万人、８８年に３５００万人）に救

済資金が投入された。しかし救済策は、一度きり資金や物資を渡すのみで農村の長

期的な生産力向上の面で効果が薄く、また常に資金不足であった。救済とは異な

る、長期的で自立的な生産力向上を目指した貧困地域対策が望まれていた２１。

２． 改革開放期初期の施策

自助努力だけでは貧困克服が難しい貧困地域の存在に対する関心は１９８０年代初

期から始まった。まず１９８０年に財政部が「不発達地域の発展を支援する基金」を

設けた。１９８１年～８２年に甘粛と寧夏で干ばつ災害が深刻化すると「三西農業建設

基金」が設立され、同地で農業開発プロジェクトが推進され始めた。８４年には

「貧困地域がその面貌を変えるのを支援することに関する通知」を国務院が出し、

貧困緩和運動を全国的に広げることになった。８４年に国家計画委員会が余剰商品

を実物支給して水利や道路建設に従事させるFood forWork（「以工代賑」）を開始

する。１９８６年には「老、少、辺、窮」地域（旧革命根拠地、少数民族地域、辺境

地域、貧困地域）の支援が五カ年計画に盛り込まれた（第七次五カ年計画）２２。

１９８６年に全国的な貧困緩和政策を実施する専門行政部門である「貧困地区経済

開発領導小組」（現在の「国務院扶貧開発領導小組」）が発足され、それまで関連す

る行政部門が独自に行っていたローンや技術援助活動２３をコーディネートすること

になった。上述のように国定貧困県を認定し、彼らをターゲットに政府の支援資金

を投入した。省、地区、県、郷鎮レベルの政府には対応する扶貧開発弁公室が置か

れ、各地方政府レベルでも支援対象となる貧困地域が設定された。

３． １９９０年代の施策

１９９０年代に入るとマクロ経済政策が内陸開発をより明確に指向するようになっ

た。農民の他地域への移転に対する制限が緩和され、出稼ぎも認められるようにな

った。９３年の「南巡講話」を契機とする経済の急成長は内陸地区にも波及した。

マクロ経済政策は内陸に対して支援的であった。９０年代に入って第八次五カ年計

画で東部沿海地区と中西部内陸地区の「協調発展戦略」が提唱されるようになるな

ど、内陸開発を促進することで国全体のバランスが指向されるようになった。三峡

第５章 中国農村の貧困緩和政策と西部大開発
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ダム建設が決定され、重慶市が中央の直轄市となるなど、国の内陸指向はさらに明

確化した。国土政策としての内陸重視はすでに１０数年前から進んでいたのであ

る２４。

１９９４年に初の国家的な貧困対策プロジェクトとして「国家八七扶貧攻堅計画」

が公布された。２０００年までの七年間で当時８０００万人とされた貧困人口の「温飽」

問題を基本的に解決することが目標として定められた。貧困地域のインフラ建設

（道路、電力、水、商品市場等）、教育、衛生医療の基本的な普及に重点が置かれ

た２５。

現在まで続く貧困緩和政策の基本的な戦略は以下の通りである。

①国が定めた貧困地域（通常は国定貧困県）をターゲットに、集中的に支援す

る。

②「開発式」の政策。貧困地域、村、農民が独自の産業によって市場経済のなか

で自立できるようにするための支援を行う。安易な「救済」ではなく、産業の

ためのインフラや、人的資源開発のための教育、衛生等のプロジェクトを実施

する。産業開発プロジェクトでは、地元の資源を活かし、市場で競争優位のあ

る産業を支援する。

③一部の劣悪な条件にあって克服しようがない場合には移住させる。

多分に自力更正的な要素が強いが、これは労働力の他地域（特に都市）への移動

が強く制限されていた時代に、農村の問題はその農村内部で解決するという意識が

強かったという時代背景と、そして以前から行われていた「救済式」の援助の効果

が低かったという反省の影響があったという２６。また、これまで県がプロジェクト

実施の主体とされていたのも特色である。筆者の内モンゴル自治区のある国定貧困

県での調査によれば２７、郷鎮政府が県の関連部門（林業局、農業局、水利局等）と

協議してプロジェクト案を作成し、県長の承認を得て、県の扶貧弁公室が県のプロ

ジェクトとして省に申請する。省は各県から出されたプロジェクト案を審査の上、

批准する。中央の扶貧弁公室は各省にプロジェクト資金を割り当て、プロジェクト

の最終的な批准を行うが、実質的な決定権は省が有する。中央の弁公室は各省のパ

フォーマンスの大まかなモニタリングを行う。同県では現在でも基本的にこの方法

によっている。
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４． 貧困緩和の手段

中央の正式な貧困緩和プロジェクトの資金は次の三つの方法で供給される。各資

金は９０年代後半に入って急増している（表４）。

� 低利ローン：県の貧困緩和プロジェクトに融資される財政による優遇利子ロー

ンである。各地域の農業銀行が審査のうえ貸し出し、市場利子率との差額分を財政

で補填する。国務院扶貧弁公室、各地方政府と農業銀行の批准によりなされる。利

子率は時期、地域によって異なる２８。

� 「以工代賑」（Food forWork）：農村のインフラ建設のために用いられる資金。
元来は農閑期に農民に国営企業の余剰在庫商品（食糧、衣料品等）を与えて道路、

水利、通信施設等を建設させた。９６年に現物支給から財政予算化され、資金での

支給にかわる。労務費として支給されることになっているが、農民を無償で動員

し、資金を建設用資材購入に使う例も多いという。

� 財政無償資金（「発展資金」）：貧困地域に特別に提供する無償資金。貧困地域

の行政の経常予算不足には改革開放以前から財政補填がなされており、「定額補填」

と呼ばれている。改革開放期に入り、「発展資金」と総称される各種の貧困地域向

け無償財政補填予算が設立された２９。発展資金の多くが８６年に国定貧困県ができる

以前から支給されていたため、国定貧困県以外にかなりの部分が支給されていると

いう。地方政府が直接管理できるため、別の目的への流用が多いと言われる。

表４ 三大貧困緩和プロジェクト資金の投入額 （単位：億元）

低利ローン 「以工代賑」 「発展資金」 合 計

１９８６
１９８７
１９８８
１９８９
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
合計

２３
２３
２９
３０
３０
３５
４１
３５
４５
４５
５５
８５
１００
１５０
７２６

９
９

１
６
１８
１６
３０
４０
４０
４０
４０
５０
６５
３６４

１０
１０
１０
１０
１０
１０
１０
１１
１２
１３
１３
２８
３３
４３
２２３

４２
４２
３９
４１
４６
６３
６７
７６
９７
９８
１０８
１５３
１８３
２５８
１３１３

出所：国家統計局農村社会経済調査総隊［２０００］p５３。
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以上とは別に、インフォーマルな支援があり、政治的な支援と大衆的な支援があ

る。政治的なペアリング（「対口」）支援では、政府行政部門や企業に特定の貧困地

域の面倒を見るようにペアリングさせるものである。１９９６年から沿海の９省・直

轄市と４つの計画単列都市が西部の１０省をペアにし、前者に後者を支援させてい

る３０。また中央の国家機関に国定貧困県を、各省、区、市所属の行政部門、国有企

業にも貧困地域（郷鎮）を受け持たせる３１。さらに村内でも村幹部、富裕農民と貧

困農民をペアリングさせ、面倒を見させている。貧困問題の緩和は行政の首長の人

事成績に数えられ、その後の政治的昇進に影響する要素となる。政治的な貧困者支

援は全国津々浦々まで張り巡らされた共産党の政治システム、ネットワークに組み

込まれ、力を発揮している。

大衆的支援は人々による自発的な支援で、大小様々なものが無数にある。貧困地

域の学校や就学困難者に寄付を行う「希望プロジェクト」や、有名な私営企業家達

が１９９４年に作った基金による貧困地域の就業機会創出のための「光彩プロジェク

ト」が全国的に有名である。

５． 近年の新しい傾向と変化

開発指向で貧困地域・集団を対象とする貧困緩和プロジェクト資金だが、近年、

個々の貧困家庭、個人へ直接向けられ、開発一辺倒でなく救済、生活の向上へ向け

られ始めようとしている。例えば１９９６年から低利子ローンの借り主が、地方政府

（県）から貧困者個人とされた。貧困者をターゲットにしたはずの資金が実際には

貧困者に届かず、県や郷鎮政府による開発プロジェクトや、別の用途に使用されて

しまう例が非常に多かったからである。資金は往々にして県や郷鎮政府と関係のあ

る企業に向けられ、しかも貧困者個人向けの貸し付けと比べて資金の返済焦げ付き

率が高かったのである３２。

中央が特定の貧困県に貧困緩和資金を出し、実施をまかせるというやり方は、開

始時にはそれなりの理由があった。以前は、貧困者の貧困地域への集中度が高かっ

たし、行政システム以外に資金を貧困農民まで行き渡らせるルートも存在しなかっ

た。また貧困農民には経営に必要な知識が欠けており、県や郷鎮政府が彼らのため

に経営を考えるべきであると考えられていた。一方、貧困県選定の段階で、旧革命

根拠地が優先的に選定されるなど政治色の濃いものであった。

しかし、貧困者が大幅に減少した現在では、貧困県だけでは全国の貧困者の半分
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をカバーするにすぎない。地方政府の力が強まり、地域産業の振興のために資金を

使いたいという意向が強くなり、それが政府の貧困対策資金の流用を横行させた。

また「開発式」にこだわりすぎたため、貧困者の社会保障という機能を無視しすぎ

たという反省もある３３。リターンを求めると、最貧困者層に資金が行き渡りにくく

なってしまうのである。さらに政府プロジェクト主体だと、貧困者の自主性、創造

性を発揮できないという声もある３４。

それらの問題に対する近年の新たな対応として、スモール・クレジット（「少額

信貸」）プロジェクトがある。バングラデシュのグラミー・バンクの成功により世

界各地で実施されているこの方式は、世界銀行、UNDP等の国際機関により導入

され、現在中国各地で主に地方政府主導で実施されている。一般的な方法は、１

年１回の貸し付け額が１０００元程度で、数人により連帯保証し、指導員が月３～４

回農村を巡回して農民から返済させると同時に農業技術等の指導を行う、というも

のである。

貧困者支援を政府を通さずに行う試みも増加している。例えば、世銀が四川省、

陝西省で実施しているスモール・クレジットは、名目的には行政から独立した独自

の組織系統を通じて行っており３５、彼らはNGOと自称している。これまで地方行

政にプロジェクトの実施をまかせた結果、返済率が悪化し、トレーニングの効果も

上がらず失敗する例が多かった。行政以外の独自の貧困緩和ネットワークを作り、

それを非政府組織のモデルとして普及させたいというのが目的である３６。

外国の援助も大きな役割を果たしているようだ。特に世界銀行は貧困緩和政策に

おいて他の国際機関や外国政府に比べ、大きな成果をあげている。早くも１９８０年

代末から中国政府と共同で国内の貧困問題に関する調査を積み重ね、政府の政策形

成に大きな知的支援を行っている。また雲南、貴州、広西の３省では２．５億ドル、

四川、陝西、寧夏の３省で１．８億ドルを提供し、前述のスモールクレジットを含む

農村の総合開発事業を行っている。援助業界の世界的な流れをうけて、日本の

ODAも近年は内陸の貧困や農業に重点が移っている。海外のNGOも近年活躍し

始めた。例えば内モンゴル、新疆ウイグル自治区等では、８０年代から日本の多く

の環境NGOが植林活動を実施している。近年では農村の貧困削減を目指した農村

開発プロジェクトも行われている３７。

かつては中国の恥として外国人に隠蔽されてきた貧困地域だが、中国社会が全体

的に豊かで開放的になった現在、外国からの援助や投資を呼び込もうと懸命になっ
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ている。行政が主体となった地域開発プロジェクトが主体という体制から、より個

人志向、社会保障性の強い政策が望まれ始め、NGOの役割への期待も高まってい

る。中国の貧困問題は、国際的性格をもった問題として、世界に開かれている。

おわりに

西部大開発戦略の成功は数世代を経てようやく実現する国家百年の計だと言われ

るが、それは内陸の貧困地域の貧困問題を解決するという究極の目標から見ての話

である。また貧困問題の解決がそれだけ厳しく困難だということの自覚を表現して

いる。一方、当面の目標である内陸経済の拠点開発のためには、負担をふくらませ

ないために貧困問題に大々的にのめり込みたくないという反面、成果を挙げなけれ

ば政治、社会の安定が保てないというジレンマがある。９０年代を通じて着実に成

果を挙げてきた貧困緩和政策だが、特定地域の行政主導の開発プロジェクトという

手法から、より個人志向で社会保障的性格をあわせ持ったものへの転換も模索され

るようになった。外国の公的機関やNGOも続々と貧困問題解決への貢献を模索し

ている。政府主導は当分続くと思われるが、より多様な性格をもつものになること

は間違いない。

（大原盛樹）

（注）――――――――――――

１ 生態環境問題も重要課題とされるが、その最重点は水問題に置かれており、水資源確保

のための森林建設、砂漠化防止が強調されている。

２ 中国の多くの経済学者、シンクタンクが、発展する沿海地区と内陸地区の格差が縮小し

はじめるのに、数十年の時間を要すると予測している。例えば中国社会科学院数量経済・

技術経済研究所は２０１０年～２０３０年の間に絶対的格差が縮小する段階に徐々に入ると予測

している（「中国通信」１９９９年６月１１日）。それまではさらに格差が拡大すると見られて

いる。２０００年度の国民経済・社会発展計画も「西部の大開発は長期的で困難に満ちた任

務であり、数世代の刻苦奮闘が必要とされる」と述べている。

３ 世界銀行『中国：９０年代的扶貧戦略』中国財政経済出版社、１９９３年、p３。

４ 同上書によれば、１９９０年代始めにおいて、少数民族地域では男子児童で５０％、女子でほ
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ぼ１００％が学校に通えず、教育を受ける機会そのものがなかった。結核や地方病、ヨウ素

不足による疾病率、死亡率が高く、貧困家庭の児童は多かれ少なかれ発育不良状況にあ

った。同上、p３。

５ くわしくは国家統計局農村社会経済調査総隊『中国農村貧困監測報告―２０００』中国統計

出版社、２０００年、pp１３０－１３２。

６ 同上書pp１３２。国家級貧困県の貧困農民のサンプル調査によれば、１９９９年の平均的な家計

支出の内訳は食料支出６０％、住宅消費１１％、文化教育娯楽１０％、衣類６％、医療保健４％、

家庭用設備４％、交通通信３％であった。同上書、p１８。

７ 蘇国霞「扶貧開発戦略研究」（『２１世紀初中国農業発展戦略』２０００年）p６２９。

８ 『中国通信』、２００１年１月１０日。

９ １９８５年の平均一人当純収入が１５０元以下の一般県、２００元以下の民族自治県、３００元以下の

旧革命根拠地県を国定貧困県とした。１９９４年に「国家八七扶貧攻堅計画」を制定した際

に再調整を行い、それまでの国定貧困県のうち、１９９２年の平均一人当純収入が７００元以上

の県を国定貧困県からはずし、さらに４００元以下でそれまで国定貧困県でなかった県を新

たに国定貧困県に指定した。それにより国定貧困県は５９２に増加した。地理的には、雲南

７３、陝西５０、貴州４８、四川４３、甘粛４１等、西部地区に比較的集中している。国家統計局

農村社会経済調査総隊編、前掲書、p１６。

１０ 同上書、p１５。

１１ 同上書、p５２。１９９３年に８０００万貧困人口のうち７３％が貧困県に存在した（蘇前掲論文、p

６２５）。

１２ 同上書、p８。同ページに８６年の貧困県数が５９２とあるが、間違いだと思われる。

１３ 世界銀行前掲書pp３～４。

１４ 以下は国家統計局農村社会経済調査総隊編、前掲書、pp８－１３による。

１５ 以下は同上によっている。

１６ 例えば藤田幸一、岡本郁子「ミャンマー乾季灌漑稲作経済の実態―ヤンゴン近郊農村フ

ィールド調査より」（『東南アジア研究』３８巻１号）が農村の貧困層と土地所有の関連を

実態を挙げて検討している。

１７ そのため中国では農村の地域内部の不平等と貧困を著しく深刻化させていないと思われ

る。蘇前掲論文、p６２８。蘇はインドと比較した場合、中国で農村貧困問題の深刻さが相

当程度低い理由として、平等な耕地経営権のほかに、中国では貧困対策において政府が

主体となっているのに対し、インドでは政府に力がないため非政府組織が主体となって
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いることを挙げている。

１８ １９９９年の陝西省国定貧困県での調査では、調査した３１３村のうち、２３％の村にしか医療セ

ンターがなく、センターに２～５キロ離れている村が４０％ある。６％は１０～２０キロの道

を行かねばならない。２０キロ以上の山道を歩かねばならない村も０．６％あった。１９９９年の

平均一人当純収入は１０６８元で９８年に比べ若干減少したが、医療支出は４２％増加したとい

う。

１９ 小島麗逸「中国の経済改革と開放政策」（『アジア経済』１９８６年７月号）pp２－１１。

２０ 若林敬子『中国の人口問題』東京大学出版会、１９８６。

２１ 以上は、世界銀行、前掲書、pp９２－９６による。

２２ 以上は世銀前掲書、統計局農村社会経済調査総隊前掲書による。

２３ 民生部、商業部糧食局系統、国家計画委員会、中国農業銀行、財政部、水利部、衛生部、

国家教育委員会等、３９の国家機関が貧困緩和運動に携わっていた。

２４ 拙稿「『西部大開発』提唱の背景」（『アジ研ワールドトレンド』２０００年９月号）。

２５ 蘇前掲論文、p６４３。

２６ 国家統計局農村社会経済調査総隊、前掲書、p５２。

２７ 内モンゴル自治区通遼市クルン旗ウルスン鎮での調査。同鎮の貧困の現状と貧困緩和プ

ロジェクトの実例については拙稿「中国内陸開発における脱貧困政策と実践―内モンゴ

ル沙漠地域の農業・環境プロジェクトと四川省の世銀マイクロクレジットの事例」（『ジ

ェトロ中国経済』２０００年８月号）を参照。

２８ １９９８年の内モンゴルでは月０．２４％（年２．８８％）と０．４６％（年５．５２％）の二種類であった。

同地で農民が直接銀行で借りる商業ローンは年約２０％であった。筆者による調査。

２９ 主に次の四つからなる。「支援不発達地区発展資金」（１９８０年開始）、「三西資金」（８３年開

始）、「辺境建設資金」（７７年開始）、「周転借貸資金」（８８年開始の「予算扶貧資金」、９０年

開始の「少数民族温飽基金」、９２年開始の「新増扶貧資金」）である。「周転借貸資金」と

は財政から貧困対策プロジェクトへ資金を無利子で貸し出し、返済分を引き続き別の新

たなプロジェクトに貸し出すというものである。財政による一種の利子補填ローンであ

る。

３０ 例えば北京は内モンゴル、天津は甘粛、浙江は四川、上海は雲南、広東は広西、江蘇は

陝西、山東は新疆、遼寧は青海、福建は寧夏、深�、青島、大連、寧波は貴州と組む。

蘇前掲論文、p６２６。

３１ １３８の国家機関が３２５の国定貧困県を、２６省の２８０８部門が８２５県を担当している。蘇論文、
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p６２６。例えば国家農業部は武陵地区を担当し、１年間局長一人を地区の書記にあたらせ

る。さらに十数人の部下を連れてゆき同地区の貧困県の副県長を担当させる。農業部参

加の関連企業に資金や技術を提供させ、同地区で企業を興すなど、プロジェクトを実施

する。上述の内モンゴルのクルン旗は北京市密雲県が、ウルスン鎮は通遼市（クルン旗

が属する地区級市）が担当し、同鎮内の各貧困村は同市の農業局や公安局が担当してい

る。

３２ 国家統計局農村社会経済調査総隊、前掲書、p５４。

３３ 都市部に社会保障制度があるのに対応して、農村では貧困緩和政策が採られてきた。し

かし最低生活の保障となると、貧困緩和政策だけでは現実には達成できない貧困地域、

家庭が多数存在する。開発と社会保障が一体となった貧困緩和政策が必要だ、とある記

事は主張している。蒋躍進、李庚林「扶貧攻堅関鍵応加強扶貧制度建設」（『廠長経理日

報』１９９９年６月８日）

３４ 以上は、国家統計局農村社会経済調査総隊、前掲書、p５１－５３。

３５ 実際には県政府の強い影響下にある。世界銀行が四川省で行っているスモールクレジッ

トの現状紹介については、前掲拙稿を参照。

３６ 同プロジェクトを実施する中国西部人力資源開発中心でのヒアリング。

３７ 例えば内モンゴル自治のホルチン沙漠における日本バイオビレッジ協会のバイオビレッ

ジ建設プロジェクトがある。
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